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１．研究計画の概要 
漸進的な経済改革を「部分自由化」及び
「部分民営化」をキーワードとして分析す
る。漸進的な経済改革の典型例である部分
自由化・部分民営化の問題を精査すること
を通じて、日本の諸改革を評価する。更に
移行国等の経済改革の分析に生かすこと
を可能にする理論的な成果を目指す。 
研究は次の３つの部分から構成される。
第１に、公企業が存在する混合市場、部分
的な規制が存在する規制市場における寡占
市場を分析する基礎となる新たな理論モデ
ルを構築し、これらの市場の基本的な特性
を明らかにする。第２に日本における部分
自由化・部分民営化を検証し、その弊害と、
弊害を軽減するための対策を検討する。第
３に、実際に取られたスキームを離れ、ど
のような部分自由化、部分民営化が望まし
いのかを分析する。あわせて、（２）（３）
の分析に最適な形にモデルを修正していく。 
 
２．研究の進捗状況 
(1) 公企業の民営化を評価・分析する混合寡
占市場の分析に関して、国際的な競争や研究
開発などの基礎的な投資に関する研究を進
め、複数の学術論文を海外の査読誌に発表し
ている。例えば、市場の開放による外国企業
の進出が、進出企業数が少ない場合には国内
私企業の戦略立地を変えないが、企業数が増
えるにつれ非連続的に影響を与える姿を描
き出すモデルを構築した。また、公的な研究
開発が私企業との競争に際してどのような
歪みをもたらすのかを明らかにした。 

(2 規制の問題に関してもこれまでの流れを概
観する論文を公刊し、規制緩和から規制改革へ
の転換として整理できることを明らかにした。
また日本の医療市場における価格規制を念頭に
置いた論文などを海外の査読誌に発表している。
ここでは適切な価格のコントロールが過小投資
の問題を解決すること、適切な投資を促すため
には必ずしも価格を競争価格よりも高くする必
要のないこと等を明らかにした。また情報の問
題も扱い、情報収集には戦略的補完性があるこ
と、つまりある企業の市場環境に関する無関心
が、別の企業の情報収集の誘因を損ね、更にこ
れが経済厚生を損ねることを明らかにした。 
(3)日本の電力市場改革を念頭に置いた論文等
を公刊し、クリームスキミングと市場の再独占
化との関係及び環境電源投資と自由化の関係を
明らかにした。 
(4) これらの研究を支える寡占市場における基
礎的なモデルの構築と分析を進め、特に製品差
別化戦略での知られていない多くの特徴を明ら
かにした。 
 
３．現在までの達成度 
①当初の計画以上に進展している。 
既に数多くの学術論文を英文査読誌に公刊し
ており、この成果が研究の進展を雄弁に語って
いる。公刊論文外にも漸進的な民営化に関する
全く新しい論文を含め多くの論文を投稿してお
り、また現時点では仕上がっていない研究途上
の論文にも数多く取り組んでいる。 
 
４．今後の研究の推進方策 

部分自由化に関しては、環境政策との整合
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性の観点から特に近年変化の激しい日本の

制度を分析し、電力市場の環境問題と部分

自由化の関連を追求する。必要に応じてRP
S法対象電源及び温対法に関連して原子力、
高効率石炭発電に関する現地調査を行い、

規制改革が企業行動及び、経済厚生に与え

る影響を明らかにする。 
制度改革の変遷に関しては、特にエネル

ギー市場の全体構造の変革に注目する。環

境価値の導入が都市熱、LPガス、及び石油
市場にも拡大していく現状を追いかけると

ともに、あるべきエネルギー間競争の姿と

部分自由化の制度設計との関連を分析する

。この問題に関しては欧米特に欧州の研究

が進んでいる反面アジア市場の分析が遅れ

ている。東アジアの研究者の協力しながら

、アジア市場の特色を明らかにしていく。 
更にネットワーク型公益産業に共通な接

続ルールである接続規制に注目し、ロビー

活動等の圧力と部分自由化市場での現実の

規制の関係を明らかにする。同時に市場競

争の形態と経済厚生の関係をまとめる。 
同時に公企業改革の問題にも取り組む。
特に国際競争、国際的な投資家の活動との
関連に注目する。民営化された企業に対す
る外資規制がクローズアップされている。
ところが、混合寡占の文脈で、民営化企業
に対する外資の存在を扱った論文は全く存
在していない。混合寡占の文脈で、競争相
手としての民間企業が外資であるモデルは
既に十分に開発されているが、民営化後の
外資の存在を明示的に取り入れたモデルが
存在しないのは問題である。本年度は、こ
の法と経済学等の隣接分野の観点からも重
要な外資問題を、部分民営化モデルのアプ
ローチを採用して理論的に分析し、外資規
制と民営化政策の関係とその経済厚生に与
える影響を分析する。この研究によって、
資本規制、貿易規制と公企業の民営化政策、
対内規制改革の関係を明らかにする。更に
混合寡占市場の分野で、今までにない複数
公企業の新しいモデルを完成させるだけで
なく、このモデルを使って「逐次民営化」
の理論的な特徴を明らかにする。また民営
化 プ ロ グ ラ ム に お け る い わ ゆ る
irrelevance result（民営化無意味論）を再
検証する。 
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